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病院勤務医と診療所勤務医の週当たりの従業時間の分布

○ 1週間当たりの病院勤務医の従業時間（常勤のみ）
全体（4077人）： 平均 約48時間

（無効回答601人）

※ 「実際の始業・就業時間」のうち、診療、他の
スタッフ等への教育、その他会議等の時間を従
業時間として算出。

○ 1週間当たりの診療所勤務医の従業時間（常

勤のみ）の平均は、病院勤務医の従業時間平均
（約48時間）を下回っている。

全体（536人）：（無効回答77人）

（資料）「医師需給に係る医師の勤務状況調査」
（「医師の需給に関する検討会」資料より）

「医師の需給推計について（研究総括中間報告）」
（「医師の需給に関する検討会報告書」参考資料より）
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医事関係訴訟事件の診療科目別新規受付件数

資料 ： 最高裁判所調べ（但し、平成17年の数値は速報値）



33

平成15年 平成16年
平成16年

医師千人あたり
平成17年

内科 254 (24.6%) 280 (24.6%) 3.7件 256 (25.7%)

外科 239 (23.2%) 253 (22.2%) 9.8件 257 (24.9%)

産婦人科 138 (13.4%) 151 (13.2%) 11.8件 118 (11.4%)

小児科 22 ( 2.9%) 30 ( 2.6%) 2.0件 30 ( 2.9%)

資料： 最高裁判所調べ（但し、平成17年の数値は速報値）及び「医師・歯科医師・薬剤師調査（平成16年）」より算出

診療科別の医事関係訴訟件数
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医療提供体制の現状
（患者）
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かかり
つけ医
だから

医師に
紹介さ
れたか

ら

専門性
が高い
から

家族・
友人・
知人か
ら勧め
られた
から

交通の
便がよ
いから

広告、刊
行物、番
組、ｲﾝﾀ
ｰﾈｯﾄで

紹介され
ていたから

保健所
などの
行政機
関から
の情報

その他

外 来 100.0 94.7 (100.0) (40.9) (23.9) (27.2) (17.3) (33.1)

(39.2) (14.6) (19.1)

(38.1) (15.8) (25.6)

(1.3) (2.1) (7.7) 3.0 

特定機能病院 100.0 97.3 (100.0) (23.2) (50.0) (2.0) (1.2) (5.8) 1.2 

大 病 院 100.0 95.9 (100.0) (31.0) (36.7) (1.5) (1.9) (7.3) 2.2 

中 病 院 100.0 94.4 (100.0) (37.5) (25.8) (28.0) (16.7) (33.1) (1.1) (2.3) (8.5) 3.3 

小 病 院 100.0 94.8 (100.0) (45.2) (14.2) (26.8) (22.4) (35.3) (1.9) (1.8) (7.0) 3.0 

療養病床を有する病院 100.0 93.9 (100.0) (52.5) (12.7) (18.0) (17.4) (39.5) (1.1) (2.2) (7.8) 3.6 

入 院 100.0 94.1 (100.0) (32.9) (39.7) (23.3) (19.8) (27.6) (1.5) (3.6) (9.0) 4.4 

特定機能病院 100.0 97.2 (100.0) (23.2) (62.6) (37.5) (12.9) (16.0) (2.3) (1.1) (5.9) 1.5 

大 病 院 100.0 95.6 (100.0) (28.7) (49.7) (35.0) (16.5) (24.5) (2.0) (2.1) (8.8) 3.1 

中 病 院 100.0 94.8 (100.0) (33.0) (42.0) (28.5) (17.0) (27.2) (1.7) (2.6) (8.8) 3.5 

小 病 院 100.0 93.4 (100.0) (40.6) (26.1) (26.8) (21.7) (26.9) (2.4) (1.7) (8.8) 4.5 

療養病床を有する病院 100.0 93.1 (100.0) (34.1) (34.7) (15.3) (22.7) (30.0) (1.2) (5.0) (9.5) 5.5 

特にない総数 理由がある

医療機関を選択した理由

注：総数には無回答を含む。 （資料）厚生労働省大臣官房統計情報部「受療行動調査」（平成17年）
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62.4 28.6 7.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

身近な医院

地域の比較的大きな病院

遠くても大きな病院や専門病院

その他

わからない

「地域の比較的大きな病院」又は「遠くても大きな病院や専門病院」を選んだ理由
（２つまでを選択(n=846））

（％）

各種医療機器がそろっていると思うから ５２．２

３６．４

３５．９

２４．２

１３．２

どんな病気でも対応してくれるから

１０．２

はっきりした理由はないが大きな病院の方が何となく安心できるから

高い技術を持った専門医がいると思うから

身近な医院では症状が改善しにくいとき、自分が希望する他の医療機関を紹介し
て欲しいとはいいにくいから

これまでもずっとかかってきたから

問 仮に、あなたが身体の不調などで医療機関にかかるとしたら、最初にどのような医療機関にかかりますか。
一つだけ選んでください。(n=2,317)

最初にかかる医療機関について（埼玉県県政に関する世論調査（H13）より）
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◎ ２次救急医療施設に訪れる年齢別・重症度別の患者数

出典：日本医師会小児救急医療体制のあり方に関する検討委員会報告書（平成１４年）

◎平成１６年度東京都休日・全夜間診療事業（小児科）実績報告

来院患者総数 ３３万１６１５人

うち入院を要しなかった患者 ３１万５７５７人 （約９５％）
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0歳 1～4歳 5～9歳 10～14歳 年齢不詳

軽症患者 中等・重症患者

小児2次救急医療機関を訪れる患者の症状
→ 90％以上は軽症患者

（人)

（都内５１施設二次小児救急医療での診療患者数）

軽症患者が
９０％以上
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（％）

平成14年 平成15年 平成16年 平成17年 平成18年

生命の危険があると思った 27.7 26.2 38.1 28.7 28.8

軽症や重症の判断がつかなかった 12.3 19.8 19.0 22.8 21.8

自力で歩ける状態でなかった 53.0 49.3 49.8 48.2 52.0

交通手段がなかった 3.3 4.7 2.2 2.8 3.6

どこの病院に行けばよいかわからなかった 3.5 5.0 7.3 7.3 8.1

家族・知人に勧められた 19.1 7.4 8.9 11.1 8.3

かかりつけの医師又は医療関係者に勧められた 7.7 6.4 9.5 7.8 7.3

病院へ連れて行ってくれる人がいなかった 7.5 7.4 5.7 7.8 7.0

かかりつけの病院が休診だった 1.2 0.7 0.6 0.9 0.8

夜間・休日で診察時間外だった 14.6 14.8 15.9 19.3 16.6

救急車は無料だから 1.7 0.0 1.4 0.4

救急車で病院に行った方が優先的に診てくれると思った 4.7 3.5 5.2 4.1

通院（又は入院）予定だった 0.3 0.2 0.4

その他 13.9 20.1 16.5 14.4 17.5

（資料）「消防に関する世論調査」東京消防庁（平成18年11月）

救急車の要請理由（5年間の推移）
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都道府県による医療機関（病院）の情報公表への取組状況例

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

医療機関の名称

医療機関の所在地

診療科目（標榜科目）

問い合わせ電話番号

診療日

休診日

診療時間

対応可能な予防接種の内容

バリアフリーの状況

救急医療対応の可否

対応可能な在宅医療の内容

セカンドオピニオン対応の可否

対応可能な疾患・治療内容

クリティカルパスの実施の有無

公表している 公表していない

（注）パーセント表示は、全都道府県に占める割合 （資料）医政局総務課調べ（平成１８年）

都道府県による医療機関（病院）の情報公表への取組状況例



40

在宅医療
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資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「患者調査」

往診を受けた外来患者数の年次推移
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往診実施施設数 往診を実施している施設（％）

資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「医療施設調査・病院報告」
（注）平成5年までは、9月25日～10月1日までの間に往診を実施した一般診療所の割合、平成8年以降は、９月中に往診を実施した一般診療所の割合である。

往診を実施している一般診療所数
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在宅医療費と国民医療費

24,877
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年度

億円
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3.0%

3.5%

4.0%

在宅医療費が国民医療費に占
める割合

在宅医療費

在宅以外の国民医療費

在宅／国民

445 357 470 589 559 419 393

95

1,072
1,614

1,9121,119

2,593

4,032

4,200

75

249

209

232

85

67
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1970（昭和45）年 1975（昭和50）年 1980（昭和55）年 1985（昭和60）年 1990（平成 2）年 1995（平成 7）年 2000（平成12）年 2002（平成14）年

億円

その他

在宅療養指導管理料

訪問診療

往診

在宅医療費と国民医療費の推移

在宅医療費は、国民
医療費の２％強。

在宅医療費全体は、
近年、額・率ともに伸
びているが、その中心
は管理料や計画的な
訪問診療であり、
患家の求めに応じて
診療する「往診」は実
額ベースで２０年来横
ばいであり、ウエイト
は小さくなっている。

在宅医療費の内訳

注）国民医療費、社会医療診療行為別調査
（いずれも統計情報部）をもとに算出

在宅医療費と国民医療費の推移、在宅医療費の内訳
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平成５年～１１年（１０月１日）：訪問看護実態調査（統計情報部）
平成１２年～１７年（１０月１日）：介護サービス施設・事業所調査（統計情報部）

他
14%

医療法人
48%

社会福祉
法人
10%

営利法人
11%

社団・財
団法人

17%

設置主体別割合

平成４年の訪問看護ステーションの制度化以来、訪問看護ステーションの件数は増加してきているが、
介護保険制度が導入された平成１２年以降の伸びは鈍化している。

訪問看護ステーション数の年次推移
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訪問看護ステーション施設数

24時間連絡体制加算あり
（平成9年より開始）

（資料） 平成５年～１１年：訪問看護実態調査（統計情報部）
平成１２年～１７年：介護サービス施設・事業所調査（統計情報部）

24時間の連絡体制をとる訪問看護ステーション数の推移
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後期高齢者の増加
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人口ピラミッドの変化（2005，2030，2055） -平成18年中位推計-
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2005年(実績) 2030年 2055年

75歳～
1,160( 9%)

65～74歳
1,407(11%)

15～64歳
8,409(66%)

～14歳
1,752(14%)

総人口
1億2,777万人

総人口
1億1,522万人

総人口
8,993万人

75歳～
2,266(20%)

75歳～
2,387(27%)

65～74歳
1,401(12%)

65～74歳
1,260(14%)

15～64歳
6,740(59%)

15～64歳
4,595(51%)

～14歳
1,115(10%)

～14歳
752(8%)

万人 万人 万人

歳歳 歳

2006年～
生まれ

2006年～
生まれ

注：2005年は国勢調査結果。総人口には年齢不詳人口を含むため、年齢階級別人口の合計と一致しない。
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２０２５年度高齢者数

２００５年度高齢者数

全国平均
546,213人（2005年度）
738,872人（2025年度）

単位：人

【資料】
２005年の高齢者人口については、総務省統計局「平成１７年国勢調査第１次基本集計（確定値）」
2025年の高齢者人口については、国立社会保障・人口問題研究所「都道府県の将来推計人口（平成１４年３月推計）」

高齢者人口は、今後20年間、首都圏を始めとする都市部を中心に増加し、高齢者への

介護サービス量の増加が見込まれるとともに、高齢者の「住まい」の問題等への対応が不
可欠になる。

都道府県別高齢者数の増加状況



49

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

26 29 32 35 38 41 44 47 50 53 56 59 62 2 5 8 11 14
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医療機関における死亡割合の年次推移

・　医療機関において死亡する者の割合は年々増加しており、昭和５１年に自宅で死亡する者の割合を
　上回り、更に近年では８割を超える水準となっている。

資料：「人口動態統計」（厚生労働省大臣官房統計情報部）

自宅で死亡する者の割合

医療機関で死亡する者の割合

医療機関における死亡割合の年次推移
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(千人)

実績値

推計値

平成52年(2040年)
１６６万人

平成

資料) 平成17年までは厚生労働省大臣官房統計情報部「人口動態統計」
平成18年以降は社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口(平成18年12月推計)」(出生中位・死亡中位)

死亡数の年次推移
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1,669
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1,997
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948688 5.2%
6.1%

15.5%
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12.9%

14.7%

16.2%

17.9%

19.7%

20.8% 21.2%
21.8%

22.5%

4.3% 4.6%

8.0%

9.1%

10.4%

12.0%

13.7%

-
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5,000
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1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年 2025年

一人暮らしの者（千人）

3%

6%

9%

12%

15%

18%

21%

24%

高齢者人口に

占める割合

一人暮らし高齢者（男） 一人暮らし高齢者（女）

高齢者人口に占める割合（男） 高齢者人口に占める割合（女）

推計値実績値

資料：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来
推計」、「日本の将来推計人口」

今後、同居率の低下に伴い、高齢者の一人暮らし世帯が急速に増加 する。○

高齢一人暮らし世帯の増加
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○ 要介護者のうち１／２は、認知症（痴呆）の影響が認められ、今後、
認知症高齢者は急速に増加する。

１０．４１０．６１０．７１０．２９．３８．４７．６７．２６．７６．３

２０８２１２２０５１９２１７６１５７１３５１１１９０７９痴呆自立
度Ⅲ以上

痴呆自立
度Ⅱ以上

将来推
計

３．４

１４９

２００２

３．６

１６９

２００５

３．９

２０８

２０１０

４．１

２５０

２０１５

４．５

２８９

２０２０

５．７５．８５．８５．５５．１

３７８３８５３７６３５３３２３

２０４５２０４０２０３５２０３０２０２５

痴呆自立度Ⅲ以上

痴呆自立度Ⅱ以上

７９

（２５）

１４９

３１４

要介護者

要支援者

２８

（１５）

７３

２１０

居宅

認定申請時の所在（再掲） 単位：万人

その他の

施設

介護療養型
医療施設

老人保
健施設

特別養
護老人
ホーム

１１

（２）

８

（１）

１３

（４）

２０

（４）

１９１０２０２７
再
掲

３４１２２５３２総 数

要介護者の痴呆性老人
自立度
（2002年9月末現在）

※ 下段は、６５歳以上人口比（％）

認知症高齢者の増加
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152,988
161,612

171,267

182,280

194,091

206,611

220,916

235,992

251,893

266,568

283,822

298,912

314,192

330,916

346,069

363,747

13,083

29,455

42,071

54,380

68,547

85,635

103,017

132,446

162,180

190,457

211,395

233,536
244,627

254,918

269,524

282,513

150 715 2,300 3,730 6,587 10,706
18,180

24,479
31,228

38,444
45,272

50,804
56,383 61,563 65,167 67,032

383,326

297,769
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50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

平成元年 平成2年 平成3年 平成4年 平成5年 平成6年 平成7年 平成8年 平成9年 平成10年 平成11年 平成12年 平成13年 平成14年 平成15年 平成16年 平成17年
0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

特別養護老人ホーム
（介護老人福祉施設） 施設数

老人保健施設
（介護老人保健施設） 施設数

ケアハウス 施設数

特別養護老人ホーム
（介護老人福祉施設） 定員数

老人保健施設
（介護老人保健施設） 定員数

ケアハウス 定員数

（資料） 社会福祉施設等調査報告、老人保健施設調査、介護サービス施設・事業所調査

（人） （施設）

特別養護老人ホーム等の施設数、定員数の推移
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Ｈ１５

Ｈ１０

なるべく早く今まで通った（又は現在入院中の）医療機関に入院したい

なるべく早く緩和ケア病棟（終末期における症状を和らげることを目的とした病棟）に入院したい

自宅で療養して、必要になればそれまでの医療機関に入院したい

自宅で療養して、必要になれば緩和ケア病棟に入院したい

自宅で最後まで療養したい

専門的医療機関（がんセンターなど）で積極的に治療を受けたい

老人ホームに入所したい

その他

わからない

無回答

「自宅」が６割。「最期まで」は１割

問 ご自身が痛みを伴い治る見込みがなく死期が迫っている場合、療養生活は最期までど
こで送りたいですか。

終末期医療に関する調査等
検討会報告書（Ｈ１６）より

自宅希望→

終末期における療養の場所
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問 最期までの自宅療養が実現困難であるとお考えになる具体的な理由をいくつでも
お答えください。
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変時の対応を心配

終末期医療に関する調査等
検討会報告書（Ｈ１６）より

（％）

自宅で最期まで療養することが困難な理由
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死亡時期の予測：ある程
度予測できていた

療養病床の病棟内で看
取る 53.3% 施設内で看取る 5.9% 施設内で看取る 19.4%

速やかに自院の一般病
床へ移す 26.9%

速やかに他の病院に移
す 5.2%

自院で支援する 50.0% 原則受け入れる 33.8% 原則受け入れる 69.1%

同一・関連法人で支援
する 19.3%

他の医療機関を紹介す
る 19.3%

【資料】「療養病床における医療・介護に関する調査報告書」（医療経済研究機構、平成17年３月）
　　　　付表：３施設における調査結果の比較表

83.4% 54.9%

介護療養型医療施設 老人保健施設 特別養護老人ホーム

73.1% 62.1% 71.8%

死亡が予想される
場合の基本方針

<患者・家族が在宅死を希望した場
合の対応>

<施設内死亡の希望の受け入れ> <施設内死亡の希望の受け入れ>

受け入れない 46.5% 受け入れない 13.5%

速やかに病院等に
移す

速やかに他の病院
に移す

○　利用者の死亡が予想される場合、介護療養型医療施設の約３割、老人保健施設の約８割、特別養
　護老人ホームの約５割が「速やかに病院等に移す」としており、「施設内で看取る」とする施設は介護
　療養型医療施設の約５割、老人保健施設の約６％、特別養護老人ホームの約２割である。

介護施設における看取りの状況
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関係資料
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医療法改正の経緯

終戦後：感染症等の急性期患者が中心の時代。医療へのフリーアクセス確保のため、
医療機関、医療従事者の量的な充実が急務

１９４８年 医療法制定 医療水準の確保を図るため病院の施設基準等を整備医療水準の確保を図るため病院の施設基準等を整備

高齢化の進展、疾病構造の変化（急性疾患→慢性疾患）。国民の意識の変化

量的整備がほぼ達成→医療機関の地域偏在の解消。医療施設の機能の体系化

医療の高度化・専門化，チーム医療の進展

１９８５年 第一次改正 医療計画の創設

１９９２年 第二次改正

１９９７年 第三次改正

２０００年 第四次改正

療養型病床群制度導入・特定機能病院制度導入

地域医療支援病院制度導入 （介護保険法と一体）

病床区分見直し（療養病床と一般病床 の区分）・

医療情報提供の推進・臨床研修必修化

２００６年 第五次改正 患者の視点に立った法構造の見直し、医療情報提供の
推進、医療計画制度の見直し、医師確保対策等
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病床区分に係る改正の経緯            
【制度当初（昭和 23 年）～】 
 
 
 
 
 
 
 
 
【特例許可老人病棟の導入（昭和 58 年）】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【療養型病床群制度の創設（平成 4 年）】 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 

【一般病床、療養病床の創設（平成 12 年）】 
 
 
  
 

・ 高齢化の進展 

・ 疾病構造の変化 

 

精神病床       伝染病床       結核病床 その他の病床 

療養病床 

患者の病態にふさわしい医療を提供

精神病床       感染症病床     結核病床 一般病床 

長期にわたり療養を 

必要とする患者 

その他の病床 

 ・ 高齢化の進展、疾病構造の変化に対応するためには、老人のみならず、広く「長期療養を必要

とする患者」の医療に適した施設を作る必要が生じる。 

 

精神病床       伝染病床       結核病床 特例許可老人病棟 

その他の病床 

特例許可 
老人病棟

療養型

病床群 精神病床       感染症病床     結核病床 

   長期にわたり療養を

必要とする患者 

・ 少子高齢化に伴う疾病構造の変化により、長期にわたり療養を必要とする患者が増加。 
療養型病床群等の諸制度が創設されたものの、依然として様々な病態の患者が混在。 


